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研究成果の概要（和文）： 本研究は，学校を場とする放課後活動支援について日本を含む６か国の比較調査に
より，学校を場とする放課後支援の政策の実態と評価に関する実証的研究を解明することを目的とした。学校を
場とする放課後支援が，児童・生徒の意識・行動の変容や各種格差の是正に寄与するのかをドイツ，イギリス，
スウェーデン，オーストラリア，アメリカの研究者と共に検討した。研究期間内に日本において国際シンポジウ
ムを開催する他，研究成果を書籍（『学校を場とする放課後活動の政策と評価の国際比較』，福村出版）として
まとめ，研究成果を広く一般に公開した。また国内外の学会や国際会議で口頭発表を行う他，学術論文として投
稿し掲載された。

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify empirical studies on current conditions of the 
policy of after-school supports at school premises by comparative survey of six counties including 
Japan. The UK, the USA, Germany, Australia, Sweden, and Japan are surveyed. As results of this 
research, in addition to hosting an international symposium in Japan, we published a book:
International Comparison on Policy and Evaluation of Schoo-based After School Activities on the 
results of this research collectively by Fukumura Publisher in Japan. We also made some oral 
presentations at academic conferences both in Japan and abroad, and made some academic papers based 
on the results of this research.
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１．研究開始当初の背景 
国際比較に基づく諸外国の学校を場とす

る放課後活動支援の実態とその評価の解明

を目指す研究は，研究開始当初は次のような

問題があった。 

(1) 申請者らが科研費の助成を得て行った

研究（『初等教育段階の児童を対象とする放

課後活動支援のあり方に関する国際比較研

究』，2010～2012 年）以外に，殆ど実施さ

れていなかった。 

(2) 諸外国ではドイツを中心として学校を場

とする放課後活動支援を研究対象とする国際

研究組織が立ち上がり，国際研究会議

(International NEO ER Conference)の開催や

研究機関誌の創刊(IJREE)が実施されている。

また国際会議の研究テーマとして「放課後教

育と社会的不平等：“Extended Education and 

Social Inequality”」が検討されるなど，放

課後支援が児童・生徒の意識・行動の変容や

各種格差の是正に寄与するかを探ることは，

国際的に見ても極めて重要な研究として取り

組まれていることが明らかとなった。一方，

日本では放課後活動支援の評価方法の開発を

含む実践も，評価に関する実証的研究もまだ

殆ど取り組まれていない。 

以上の問題意識に基づき，放課後活動支援

が児童・生徒の意識・行動の変容や各種格差

の是正に寄与するかを探ることを目指すこと

とした。日本を含む６か国の比較調査により，

学校を場とする放課後支援の政策の実態と，

その評価に関する実証的研究を明らかにしよ

うとする本研究は，国際的に見ても極めて重

要な研究と考えられる。 

 
２．研究の目的 

本研究は，国際比較調査を基に，学校を場

とする放課後活動支援の評価の実践と，評価

に関する実証的研究の解明を目的としてい

る。ここではアメリカ，イギリス，ドイツ，

オーストラリア，スウェーデン，日本の６か

国について調査を行い，初等・中等教育段階

の学校を場とする放課後活動支援が，児童・

生徒の意識・行動の変容や，格差（教育格差，

体験格差，経済格差）是正に寄与するのか，

そのエビデンスを検討することとした。 

 
３．研究の方法 

本研究は，平成 25年度〜平成 28 年度にか

けて以下の(1)〜(3)の方法で研究を実施し

た。 

 

(1) 海外での現地調査の実施 

(2) 海外研究者の招聘による研究会・国際シ

ンポジウムの実施 

(3) 現地調査で収集した資料の分析・検討 

   現地調査や研究会において収集した関係 

資料を分析・検討した。 

 

４．研究成果 

  本研究の成果は，年度別に示すと以下の通

りである。 

(1) 平成 25 年度の研究とその成果 

a. 平成 25 年度はアメリカの状況について

研究者(Dr. Denise Hung)を招聘し，現地

の状況と放課後支援の評価に関する研究

の現状を分析・検討した。 

b. 平成 25 年度はドイツ，アメリカにおいて

学校を場とする放課後支援の現状を明ら

かとするための現地調査を実施した。そ

の結果，以下の研究成果を得た。 

・ドイツではギーセン大学における国際

会議に出席し，口頭発表を行った。あわ

せて海外の関係する研究の状況と実践の

課題に関する資料収集を行った。 

・アメリカ調査では，連邦政府，及び連

邦政府の委託する研究機関での聞き取り

調査，カリフォルニア州政府関係者，カ

リフォルニア州における大学(UCLA)での

研究者グループ，NPO 法人(LA’s BEST)，

現地小学校を訪問し，放課後支援の実態

について関係資料を収集し，分析を行っ

た。 
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上記の研究成果は，論文，書籍としてまと

められ刊行された。 

(2) 平成 26 年度の研究とその成果 

a. 平成 26 年度はイギリス現地調査を実施。 

EEF(Education Endowment Foundation)他，

学校を場とする放課後支援政策の評価を

実施する組織関係者等とのヒヤリング調

査を実施した。 

b. 平成 26 年度は，オーストラリアの状況に

ついて，研究者であり関係政府職員でもあ

る Dr. Mary Welsh を招聘し，現地の状況

と放課後支援の政策及びその評価に関す

る研究の現状を分析・検討した。 

 上記の研究成果は，書籍としてまとめられ

刊行された。 

(3) 平成 27 年度の研究とその成果 

a. 平成 27 年度はドイツ，イギリス，スウェ

ーデン，アメリカの放課後支援の政策と評価

研究に携わる研究者を招聘し (Prof. 

Ludwig Stecher, Prof. Sabine Masheke, Prof. 

Alan Dyson, Prof. Anna Klerfelt, Dr. 

Denise Huang）て国立青少年教育振興機構，

文教大学と共催による国際シンポジウムを

開催した。本研究テーマについて各国の現状

と課題を共有し，分析・検討を行った。 

  上記の研究成果は，シンポジウムの論文集

としてまとめられた他，登壇者を含む研究組

織のメンバーで知見をまとめ、書籍として刊

行した。 

(4) 平成 28 年度の研究とその成果 

a. 平成 28 年度はフランスにおいてフォロ

ーアップの現地調査を実施。 

 フランスでは，フランス教育省において，
貧困対策と政策と課題について関係者との
協議，検討を行う他，貧困対策に関わる各種
ＮＯＰ団体等を訪問し，格差是正のための教
育政策の調査を行った。 
  上記のフォローアップ調査の研究成果は，
『社会教育』に雑誌論文等として掲載された。 
 
 ４年間にわたる調査研究を通じて，アメリ
カ，イギリス，ドイツ，フランス，スウェー
デン，オーストラリア，日本の計７か国に関

する学校を場とする放課後支援の政策とそ
の評価に関する研究を明らかにする調査が
実施された。さらに，フォローアップ調査等
により，格差是正のためのセイフティーネッ
トに関する政策やＮＯＰ法人等の調査を実
施し，当初計画した以上の調査研究を行うこ
とが出来た。研究成果は国内外の学会，国際
会議，国際シンポジウム等で口頭発表された
他，学術論文，書籍として刊行された。 
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